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学校教育目標から見た学校の自律性

―教育実践の組織的条件―

The Autonomy of School from the Viewpoint of 

Its Pedagogical Objective : Organizational 
Condition for Educational Practice

榊原禎宏

YoshihiroSAKAKIBARA

　本論文は，学校教育目標の内容と構造が，各学校の自律性の内容と程度を逆照射するという仮説か

ら，山梨県の小学校を事例として，学校教育目標を調査，分析し，学校の自律性とその組織的条件を

考察した．その結果，①学校教育目標は学習指導要領の影響を受ける．②「理念目標」的な同目標は，

直接的な組織目標たりえていない．③自治体や学校の状況を基底として，独自性の強い目標が見られ

る場合がある．④「地域」の扱いについても③と同様である．この結果から，学校教育目標は強い共

通性・基準性を有する一方，一定範囲での独自性を表明する領域を持つ．両者が予定調和的に表現さ

れうる背景には，同目標の高い抽象性とその徳育重視傾向がある．また，学校の自律性は国家だけで

なく，県や市町村との距離でも問われうる．その点で，学校の自律性の発揮は「主体的服従」たりう

る．これらの結果から，学校の教育課題の自己完結性に関する検討が課題とされる．
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1　問題の所在

　広く教育実践は，教える一学ぶという関係における，

前者から後者への意図的働きかけを意味する．しかし現

代の教育作用は，学校での教師一児童・生徒関係を主と

しており，そこでの実践は学校の存在を前提に成立する．

個々の教師の意思によってのみ教育実践は行われるので

はなく，学校という組織的枠組みにおいて彼らの職業的

行為が規定される．すなわち，学校組織は今日の教育実

践の与件となっているのである．

　現代の学校は専門的な教育機関とされ，その目標や方

針はひとつの学校を単位として設定することになってい

る．それは，児童・生徒に対する教育において学校が最

も近い位置にあること，そして児童・生徒への直接的関

わりが，彼らの教育に重要な意味を持つという理解に基

づくが故である．学校は意図的・計画的な教育事業をつ

かさどる一つの経営体であり，個々の学級，学年，ある

いは教科組織の目標は学校全体の目標と有機的関連を持

っことが予定されているのである．

　こうしたことから，現在の学校は国民教育を担う公教

教育学教室

育の一機関である一方，相対的な自律性を有するものと

され，そこでの主体性も一定程度担保される．学校経営

が学校教育行政と概念的に区別され，そのありようが問

われるのは，学校における独自の行為領域の存在によっ

て裏付けられている．

　したがって，論理的には学校は自らの教育的意思を内

外に表明し，それをもとに組織を管理・運営する．学校

は特定の方法を用いて自らの教育資源を活用し，その組

織目標を達成しようとする．そこにおいて学校は，他に

支配されない領域とそれを処理する能力を持つ．学校の

主体性や自律性は，これらの条件を伴うことによって保

障されうるのである．

　以上の，一連の学校の活動の原点となるものが，学校

教育目標であり，一経営体としての組織目標として位置

づけられる．学校教育目標は，意味的には学校教育とし

ての目標と各学校における教育目標に二分されるが，通

常は後者の意味で理解される．公教育＝国民教育たる学

校教育の目標と，それぞれの学校の自律性・主体性を示

す教育目標という，両者の整合性を問うことが，各学校

の行っていること，あるいはなしうることを導くのであ

る．つまり，学校教育目標の内容と構造がいかなるもの

かが，個々の学校の自律性の程度と内容を逆照射する．
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　こうした仮説から，本論文は山梨県下の公立小学校を

事例として，そこに見られる学校教育目標の諸特性を分

析することによって，学校教育目標の基本的性格とこれ

に影響を及ぼす要因の解明を試みる．そして，この作業

を通じて，学校の自律性と教育実践を規定する学校の組

織的条件について考察を加えたい．

ll　分析の方法と視点

　これまで，学校教育目標そのものを扱った主たる先行

研究としては，上滝孝治郎・山村賢明・藤枝静正（1978）1），

沢井昭男（1981）2）が挙げられる．前者は全国の小・中

学校1019校を抽出分析した調査研究であり，後者は前者

の結果を踏まえて，教員の資質向上にとっての学校教育

目標という問題意識から，山形県下の公立小・中学校を

悉皆調査したものである．

　後者の研究は，学校教育目標の表現形式，設定根拠，

単位要素（素目標）の使用頻度，単位要素（素目標）の

価値などを分析し，①学校教育目標における理念目標の

「現実目標」化，②学校教育目標における知育に関する

単位要素（素目標）の種類の多様化，③学校教育目標に

おける「個」と「公」の統一調和，④学校教育目標にお

ける人間としての調和のとれた育成をめざすための各種

単位要素（素目標）の割合，⑤中学校の学校教育目標に

おける現状変革的志向と現実志向の強化，を改善される

べき問題点として指摘している3）．同研究は，山形県の

公立小・中学校のほとんどを調査し，小学校，中学校の

校種別に比較検討した結果として，その知見の普遍性は

高いと考えられる．

　しかし，同研究は上記の全体的傾向を明らかにしては

いるものの，次の点で，ここでの課題には必ずしも応え

ていないと考えられる．それは第一に，学校教育目標の

内容を県下の地域ごとに分析しているが，その地域によ

る違いは何によって生じるかが明らかではないことであ

る．つまり，ある地域で特定の単位要素（素目標）の頻

度が高いことは，その地域的特性とどのような関わりが

あると判断されるのか．また，その地域の学校のいかな

る特徴の現れと考えられるのか．

　第二に，学校教育目標が個々の学校の基本的状況との

関連で検討されておらず，問題点の指摘においても，小

学校と中学校の相違は明瞭ながらも，他の部分は，全般

的傾向として処理されるに留まるということである．た

とえば，先行研究にも示されるように学校教育目標の単

位要素の類似性は全体的に高い．そうであるならば，注

目されるべきは，むしろ使用頻度の少ない単位要素であ

り，それらがいかなる学校で見られるのかを追跡するこ

とではないだろうか．あるいは，どのような属性を持つ

学校において，いかなる学校教育目標上の特徴が見いだ

されるかどうかの検討が必要ではないだろうか．

　学校教育目標と各学校の自律性の関連を問うという，

本論文の問題意識からすれば，これらの分析が求められ

る．つまり，学校教育目標が学校の基本方向を示すもの

であり，そのあり方いかんが学校の組織的独立性や主体

性を描きうることから，各学校の状況との関わりで学校

教育目標を捉えることが重要と考えられるのである．

　これらの点に加えて，山形県を事例とした調査研究か

ら約10年が経過し，準拠すべき学習指導要領も改訂され

た現在，学校教育目標は変化したのかどうかを確認する

ことが重要と考えられる．すでに指摘されるように，学

校教育目標は実際の学校の活動とは直接には結び付かな

い「曖昧さ」を特徴としている4）．だからこそ，学校教

育目標と学校経営との結合が実践的課題とされているの

である5）．ここで，学校教育目標が長期的視野において

変化することが確認されるならば，学校教育目標は学校

経営や教育実践の方針と関連することが明らかになる．

そして，適切な学校教育目標がいかに設定可能かが次の

検討課題とされるのである．

　こうした先行研究に対する理解から，本論文では以下

の点について，山梨県を事例にして分析を試みたい．分

析の対象とするのは，山梨県下（64市町村）の公立小学

校210校（本校のみ，なお現在休校中の学校は除いてあ

る．）中，202校（96．2％）である．分析にあたっては，

各小学校の1992年度の『学校要覧』（『学校要覧』『学校

経営計画』『学校経営案』『学校経営書』『学校案内』等

の名称）および地方教育事務所あるいは校長会の編集に

よる『管内学校一覧』『学校要覧』を用いた．6）

　分析の視点としては，①学校教育目標の全体的傾向は

いかなるものか．1981年時調査との違いは見られるか．

②学校教育目標の類似性はいかに認められるか．③「地

域」の扱いに関する傾向はどのようなものか．④学校経

営方針と学校教育目標の位置関係はいかなるものか．⑤

特色ある学校教育目標を規定する要因は何と考えられる

か，である．以下，各視点について分析，考察する．

皿　調査の結果と分析

　1　学校教育目標の全体的傾向

　表は，学校教育目標の単位要素を使用頻度順に整理す

るとともに，1981年時調査（山形県）の結果と比較した

ものである．パーセント表示は，対象校全体における各

表現が用いられている学校の割合を意味する．また，本

調査については，5％以上の学校で用いられる単位要素

を掲載している．

　まず同表左側を見ると，「考える・工夫」「学習・勉強」
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表単位要素使用頻度一覧および先行研究の結果との比較

順位 単　位　要　素 頻度 使用率 順位 山形県下小学校（320校）

1 考える・工夫 142 70．3％ 1 健康　　　　　　49．4％

2 学習・勉強 126 62．4％ 2 学習（勉強）　　　44．4％

3 健康・元気 118 58．4％ 3 明朗　　　　　　40．9％

4 助け合い・協力 116 57．4％ 4 たくましさ　　　　28．1％

5 思いやる・優しい 114 56．4％ 5 よく考える　　　26．9％

6 自主的・進んで 103 51．0％ 6 働く　　　　　　24．1％

7 明るい・明朗 94 46．5％ 7 豊かな心（情）　　21．6％

8 やりぬく・まじめ 90 44．6％ 8 ねばり強さ　　　　18．4％

9 たくましい 78 38．6％ 9 仲よくする　　　　18．1％

10 働く 75 37．1％ 10 協力　　　　　　16．9％

11 体力のある・丈夫 70 34．7％ 11 思いやり　　　　15．9％

12 豊かな心 60 29．7％ 12 やりぬく　　　　　15．3％

13 すばやく行動 47 23．3％ 13 じょうぶ　　　　　　15．0％

14 変化に対応・創造的 44 21．8％ 14 責任感　　　　　14．4％

15 親切・命を大切にする 43 21．3％ 15 助け合い　　　　14．4％

16 粘り強い・根気 41 20．3％ 16 きまりを守る　　　13．4％

17 決まりを守る 36 17．8％ 17 身体をきたえる　　12．5％

18 正しく判断 34 16．8％ 18 創造性　　　　　　12．2％

19 責任をもっ 34 16．8％ 19 ネし儀　　　　　　　　　　　　　12．2％

20 故郷を愛する 30 14．9％ 20 豊かな情操　　　　11．9％

21 礼儀よい・挨拶する 26 12．9％ 21 深く考える　　　10．6％

22 情操のある・感動する 24 11．9％ 22 自主性　　　　　　9．1％

23 人間性豊かな 22 10．9％ 23 仕事する　　　　　9．1％

24 安全に注意する 19 9．4％

25 我慢強い 14 6．9％

26 美しいと感じる 13 6．4％

27 表現・工夫する 12 5．9％

「健康・元気」の順に使用頻度の高いことがわかる．6

位までは過半数の学校において用いられており，また16

位までは20％以上の学校で見られる表現となっている．

　これらの結果を，右側に示される先行研究の結果と比

べると，先行研究での使用頻度が全体的に少ないことが

明らかである．最も頻度の高い「健康」でもその割合は

5割に満たず，2割以上用いられている要素は7つに留

まる．これは，本調査との分析範囲の違いによるのか，

あるいは同様の作業を行ってこうした相違が生じたかは

不明であるが，単位要素の使用頻度の差として理解する

場合，両調査を比較することの問題はないと考えられる．

　まず，1981年時調査において20％以上の小学校で見ら

れる7つの単位要素について，今回の結果を見ると，い

ずれの表現も3割近くの学校で認められ，これらの表現

が現在もある程度用いられていることがわかる．しかし

その頻度順位を検討すると，「たくましさ」は4位から

9位へ，「働く」は6位から10位へ後退した一方，「考え

る」は5位から1位へとその位置の変化が見られる．

逆に，本調査において使用率40％以上である8単位要素

について検討すると，「自主的・進んで」が22位から6

位へ，「思いやる・やさしい」が11位から5位へと上昇

していることがわかる．これらの表現は，両調査で必ず

しも同じ文言として対応するものではないが，おおよそ

の比較としては妥当性を持つであろう．

　また，本調査で一定程度数認められる「正しく判断」

「故郷を愛する」「安全に注意する」といった表現が前回

調査では特に見られないことも注目される．とりわけ

「正しく判断」は，本調査ではほぼ6校に1校という高

い割合にもかかわらず，前回調査では全く指摘されてい

ない．もっとも，中学校での調査では「判断力」は10位
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（18．9％）に挙げられている．また，「故郷を愛する」

に関しても，先行研究では「『地域』に言及している学

校教育目標は，どこの地域においても，また，小・中学

校のいずれにおいても，きわめて少ない」7）とされてい

る．

　このように，前回調査に示される表現は本調査でもす

べて見ることができるが，その頻度順位はある程度入れ

替わっており，加えて，相当数の学校で用いられる新し

い表現がいくつか加わっている．この約10年間に，学校

教育目標の表現は一定の範囲内であるものの，変化して

いると考えられるのである．

　2　学校教育目標に見られる類似性

　今回の調査で設定した単位要素は，合計34種類である．

その使用数の合計は延べ1675であるが，そのうち知育に

関わる表現は361（総数の21．6％），同じく体育295（17．6

％），芸術・感性39（2．3％），「豊かな人間性」という包

括的表現22（1．3％）であるのに対して，徳育関係の表

現は958（57．2％）にのぼる．延べ使用頻度の約6割は

徳育に関わる表現であり，学校教育目標において情緒的

または抽象的表現がかなりの割合を占めることは明らか

である．徳育関係の中でも，「明るい」「豊かな心」「助

け合い」「自主的に」等は，ほとんど紋切り型の表現で

あり，用いられる場合の類似性が極めて高いものとなっ

ている．

　また，上記に含まれない，児童（子ども）に関わる以

外の単位要素は，「めざす学校像・教師像・父母像」「こ

んな学校に・こんな教師に」という表現がわずか7校

（3．5％）で見られるにすぎない．この他，学校教育目標

以外に「めざす学校像・教師像」を示す学校が若干認め

られる．圧倒的多数の学校教育目標は「めざす児童（子

ども）像」を掲げるに留まっており，その意味で児童は

学校経営にとって客体化されているといえよう．つまり，

学校教育目標は児童に焦点化された，多くの定型的表現

である点において，強い類似性を持つのである．

　その一方，『学校要覧』における学校教育目標の位置

を検討すると，学校教育目標が冒頭にあり，その後に学

校経営方針あるいは学校経営重点が記載される形式では

なく，広義の学校経営方針の中に学校教育目標が包摂さ

れている学校を相当数認めることができる．このことは，

学校にとって学校教育目標が前提的に存在するのではな

く，児童や地域の状況，関連法規等の検討の結果として

同目標が設定されていることを示している．そうした学

校においては，学校教育目標の表現が列挙型ではなく，

文章型となっていることが多く，また学年ブロックごと

の具体的目標の設定がなされていたり，学校経営重点目
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標と学校教育目標との連携あるいは一体化が図られてい

る場合がある．こうした学校教育目標の策定については，

学校独自の表現や内容を盛り込みうる点で，学校の主体

性を表明しうる方法と考えられるが，学校経営方針との

関連でさらに分析することが必要である．

　3　学校教育目標の設定根拠

　次に，学校教育目標の設定根拠を何に求めているかに

ついて検討する．ここでは，法令関係として憲法，教育

基本法，学校教育法，学習指導要領を挙げた．事例校中，

法令関係を示した学校は24校（11．9％）であった．また，

山梨県や各市町村，あるいは同教育委員会による指導重

点を挙げた学校は26校（12．9％）である．

　図は，これらについて，学校を設置する自治体の人口

規模別にその内訳と各割合を示したものである．事例校

全体では各グループごとに人口の多い方から，ほぼ3：

3：2：2となっており，また1校あたりの平均児童数

は302．0人である．法令関係について見ると，ほぼ2：4

　2：1と人口1万人以上3万人未満の自治体の設置す

る学校が最も多く，人口5千人未満の自治体の割合が少

ない．また，その平均児童数は321．0人であり，全体での

平均よりも多いことがわかる．

図3am～囚1㎜一佗9999図棚～9999膠～4999

図　学校教育目標の内容と学校設置自治体の人口規模別

　内訳と各割合

　一方，県や市町村の指導重点を挙げる学校は，人口別

グループごとにほぼ同数であり，人口1万人未満の自治

体の設置する学校が比較的多いことが明らかである．同

じく平均児童数は310．0人であり，全体の平均よりも高

いものの法令関係の場合よりは低い．さらに，法令関係

と県・市町村関係のいずれも示した学校がある一方，県・

市町村の重点のみを示した学校が9校ある．これらの学

校は，人口別グループごとに3：1：2：3と小規模自

治体の割合が比較的高い．これらのことから，学校教育

目標は法令関係だけでなく，県や市町村の指導重点を踏
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榊原：学校教育目標から見た学校の自律性

まえた目標設定がなされやすいこと，また後者に力点の

悪」・・thス堂」志あミ11、k目ホ苗　ヰナヂけ堂袴ち語留「オス白治力kが
呂～　　閃　V’Oノ　」　　，ノ㌧t》　　’」　　’ノ】1ノ、，　　い　’－uv－　J　　lA　－　－A　P－：°　ノ　　　ty　一　．　H　・　．　「．

小規模な場合の多いことを確認できるのである．

　4　「地域」重視と独自の表現

　学校教育目標において「地域」を重視した表現がなさ

れる学校は30校（14．9％）にのぼる．これは「山中湖村

を愛する子ども」といった表現が相当する．これについ

ても図に示されるように，人口規模別に見た学校数は3

万人以上の市町が9校ある一方，5千人未満の自治体が

比較的多いことが明らかである．これらの平均児童数は

269．6人であり，1校あたりの児童数も少ない．また30

校のうち児童数が100人未満の学校が12校あることから

も，「地域」を重視する学校の多くが小規模なことがわ

かる．小規模な自治体においては，学校も小規模な場合

が多いことを考え合わせると，このことは，より規模の

小さな自治体で重視される内容と判断できよう．

　また，学校教育目標において独自な表現のひとつと考

えられるのは，アクロスティックである．これは，名前

を盛り込んで紹介することば遊びの一種で，以下のよう

な例に示される．

こ　心豊かで思いやりのある生徒

う　運動・スポーッで体力づくりに努めるたくましい

　　生徒

さ　最後までやりぬく根気ある生徒

い　いつもしっかり考え，自ら学ぶ生徒

　　（中巨摩郡甲西町立甲西中学校）

　図によると，アクロスティックを学校教育目標に用い

る学校は31校（15．3％）あるが，これを人口別に見ると，

3万人以上の自治体にある学校は4校に過ぎず，1万人

未満の場合が約6割を占める．また，これらの平均児童

数は289．7人で，全体の平均よりも少ない．学校教育目

標における独自な表現についても，比較的小規模な自治

体または学校に多く認められるのである．規模の小さな

自治体において，こうした表現がなされやすいのか，あ

るいは小さな学校においてそうであるのかは不明である

が，学校教育目標の策定過程の分析によって，規模別の

組織目標設定の相違を解明することができると考えられ

る．

IV　総括と課題

　これまでの分析から以下のことを確認できる．

　①学校教育目標はこの約10年間に，知育については

「勉強」から「考える・工夫」重視へ，徳育については

「自主性」「故郷を愛する」を重視した内容となってい

る　τれらの傾向は，太年度から全面実施された学習指

導要領の主旨を反映したものと考えられる．つまり，学

校教育目標は学習指導要領の改訂を受けて変化している．

　②各学校の学校教育目標は，子ども像の設定と徳育領

域の重視をほぼ共通にしている．これは，目指す児童・

生徒像の実現の方向で学校教育目標が設定され，目指す

学校像や教師像としては必ずしも問われていないことを

意味する．また徳育重視の傾向は，「理念目標」的で具

体的な子ども像が欠けるが故に，教師や学校による主観

的判断を招きやすく，結果として直接的な組織目標たり

えていない．つまり，学校教育目標から判断される学校

の自律性・主体性は，必ずしも明確ではない．

　しかし，一方で，学校経営方針と学校教育目標の位置

関係にっいて見れば，［学校教育目標＋学校経営方針］

という形式ではなく，［学校経営方針（基本方針＋学校

教育目標＋重点課題＋実践課題）］等の形式で表現され

る学校が少なからず存在する．このことは，より個々の

学校の具体的状況を踏まえ，学校経営とのつながりを考

慮した学校教育目標設定がなされつつあること，つまり，

学校教育目標の策定が学校の主体性発揮の場と捉えられ

ていることを予想させる．こうした判断には，各学校で

の学校教育目標の策定過程に関する分析が必要である．

　③学校教育目標の設定根拠は，憲法，教育基本法等に

求める場合がある．それ以上に注目すべきは，県の学校

教育指導重点あるいは市町村の教育理念や教育指導重点

を援用する学校が少なからず見られることである．特に，

後者を明記する学校の中に人口規模の小さな自治体によ

る設置の学校が一定程度数あることは，自治体としての

独自性を示す場として学校教育目標が位置づけられてい

ることを窺わせる．

　④③と同様に，「地域」の扱いについては，学校自体

が小規模である場合に加えて，学校を設置する地方自治

体が小規模な場合にも，より重視される傾向が明瞭であ

る．これは各自治体の小学校が，後継者，将来の地域民

の育成にとっての意義という意味を付与されていること

を示している．すなわち，そこでの学校の自律性とは，

自治体という「地域」と距離を置くことで成立するので

はなく，地域課題を積極的に取り込んで学校教育目標を

設定する点に見いだせる．つまり，学校の自律性や主体

性は，学校の教育課題に対する認識に依拠しており，．そ

こに主体二服従としての側面8〕が認められるのである．

　⑤独自性の強い学校教育目標は，アクロスティックな

表現に例示される．こうした形式が採用される学校は，

その設置自治体が大規模な場合は少なく，小規模な場合

が多い．この表現は，教職員と児童・生徒に対する，学
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校と学校を設置している自治体への帰属意識を強化する

ことを意図した結果と考えられる．

　以上の知見を，本論の課題に沿って整理するならば，

第一に，学校教育目標は学習指導要領に基づく類似性を

持つ一方で，学校を設置する各自治体の状況を基底とし

た独自性を表明する領域を持ちえている．この両者が予

定調和的に表現されうる理由は，学校教育目標の高い抽

象性とその徳育重視傾向に求められる．

　第二に，学校の自律性は学習指導要領からの距離だけ

でなく，県や市町村の教育方針との関連でも問われうる．

その点で，学校の自律性や主体性の発揮は，学校外への

「主体的服従」の結果として現れうることが踏まえられ

ねばならない．つまり，学校の掲げる教育課題はどこま

で学校として自己完結的であるかの検討が求められる．

　以上の結論を踏まえるとき，さらに考察すべきは，次

の2点であると考えられる．ひとつは，学校教育目標を

具体的な学校経営や教育実践のいかなる契機と理解する

かである．②で述べたように，学校教育目標は抽象性が

高く，なすべきことが具体化されてはいない．このこと

は，学校教育目標を「現実目標」化すべきという論理だ

けを導くのではない．そもそも学校教育目標は「現実目

標」化されにくいものであり，これを「実効目標」9〕と

しての学校経営課題といかに接合するかが考えられるべ

き，という論が検討される必要がある．

　さらに考えられるべき点は，複数の教職員によって構

成される学校での目標設定のあり方である．授業に代表

される個々の教師の，相対的に独立した教育活動は学校

の中で不可欠に存在するのであり，それを教育実践の基

本的特性として前提にするとき，学校組織の目標の意味

づけもまた，緩やかなものとならざるを得ない．

　その場合，学校教育目標はその目標の妥当性や達成度

として問われるよりも，同目標の設定・評価の過程で経

験する，教職員の多様な児童・生徒理解，個々の教育観

や指導方針などを，構成員の中で表現理解しあうこと

を通じて，自らの教育実践をより相対化する場とする点

にその意義が認められる．即ち，学校教育目標を扱うこ

とによって，学校が様々なコミュニケーション・チャン

ネルを保障し，最低限の了解を得るとともに個々と協同

の実践をより高める契機にすることが重要と考えられる．

　こうした暫定的理解をするとき，以下の内容が次の課

題として構想される．一つは，学校教育目標と学校経営

方針との，もう一つは，学校教育目標と学校評価の方法・

内容との関連についての分析である．
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